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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第１四半期連結
累計期間

第12期
第１四半期連結

累計期間
第11期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 870,352 883,413 3,712,293

経常利益 （千円） 151,146 145,602 605,817

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 87,500 103,614 359,509

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 73,707 180,060 337,411

純資産額 （千円） 1,510,673 1,881,471 1,850,673

総資産額 （千円） 2,511,956 2,630,108 2,727,490

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 12.56 13.91 51.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 11.87 13.86 48.64

自己資本比率 （％） 59.3 70.7 67.0

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な

変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間ににおける我が国の経済は、企業収益に改善傾向が見られ、それに伴い雇用情勢や所

得環境が好転し、個人消費にも持ち直しの兆しが見られるなど、緩やかな回復基調が続いております。先行きにつ

いても、各種政策の効果による回復が続くことが期待されておりますが、中国経済をはじめとした海外景気の下振

れや、原油価格の動向など景気を下押しする要因も依然として残っており、なお不透明な状況にあります。

　当社を取り巻くインターネット関連市場につきましては、スマートフォンやタブレット端末の普及と利用の定着

によるインターネットのモバイル化が進んでおり、今後も安定的な成長と拡大が期待されております。

　平成27年３月末における携帯電話端末全体の契約数は１億2,651万件（前年同期比3.7％増）に達しており、増加

のペースは緩やかになっております。その一方で、スマートフォンの契約数は、6,850万件（前年同期比19.5％

増）と大きく増加し、全体の54.1％を占めるに至るなど、より一層の普及が進んでおり、市場はなお拡大を続けて

おります（出所：MM総研）。

　音楽やアーティスト関連の市場動向といたしましては、平成27年上半期（１月から６月まで）における音楽ソフ

ト（オーディオレコード及び音楽ビデオ合計）の生産数量は111,822千枚（前年同期比1.1%減）、生産金額では

129,408百万円（前年同期比0.5%増）と需要は底堅く（出所：一般社団法人日本レコード協会）、コンサート市場

につきましては、平成26年の市場規模が274,944百万円（前年同期比18.6％増）と、拡大傾向にあります（出所：

一般社団法人コンサートプロモーターズ協会）。

　このような外部環境の中、当社は、アーティストやタレント、キャラクターまでの様々なコンテンツを幅広く取

り扱い、それらをファンクラブサイトやしゃべってキャラ、音楽、電子書籍といった多岐にわたるデジタルコンテ

ンツの配信から、音楽映像商品、グッズ、アパレル商品等を取り扱うeコマースに至るまで複合的に展開し、サイ

トや事業セグメント間でのシナジー効果を発揮させることによって、収益の拡大と多様化を進めてまいりました。

　事業の基盤となる有料会員につきましては、今後の流行が予想されるコンテンツのいち早い発掘と獲得を継続

し、スマートフォン向けの新規サイトの開設や配信を行い、新規会員の確保に努めてまいりました。加えて、より

スマートフォンに適したサイト展開とコンテンツの高付加価値化によって、会員単価の上昇にも取り組んでまいり

ました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は883百万円(前年同期比1.5％増)、営業利益は144百万

円(前年同期比3.9％減)、経常利益は145百万円(前年同期比3.7％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は103百

万円(前年同期比18.4％増)となりました。
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セグメントごとの概要は、以下のとおりであります。

①携帯コンテンツ配信事業

　携帯コンテンツ配信事業につきましては、事業の基盤となる有料会員の増加を図るべく、引き続きアーティス

トやタレントの新規ファンクラブサイトの開設に注力してまいりました。

　また、アニメやキャラクターの獲得とコンテンツ制作を行い、しゃべってコンシェルなどの自社の運営するス

マートフォン向けコンテンツサービスや、「スゴ得コンテンツ」、「スマートパス」や「App Pass」といった

キャリアの提供するスマートフォン向け月額使い放題サービスへそれらを投入することによって、収益の拡大に

も努めてまいりました。

　この他、会員向けのコンサートチケットの先行予約や、スマートフォン向けアプリの配信といった施策も展開

してまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における携帯コンテンツ配信事業の売上高は792百万円(前年同期比

8.8％増)、セグメント利益は210百万円(前年同期比8.7％増)となりました。

 

②ＰＣコンテンツ配信事業

　ＰＣコンテンツ配信事業につきましては、アーティスト及びタレント等の有料ファンクラブサイトにおいて、

パッケージ商品やコンサートチケットの先行販売などを実施し、会員の維持、拡大を推進してまいりました。ま

た、アーティストやタレントのオフィシャルサイトの受託制作など、他の事業セグメントも含め、将来の新たな

収益の獲得と拡大に繋がることを見据えた事業展開を行ってまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるＰＣコンテンツ配信事業の売上高は52百万円(前年同期比

2.7％減)、セグメント利益は8百万円(前年同期比109.8％増)となりました。

 

③ｅコマース事業

　ｅコマース事業につきましては、ＣＤ、ＤＶＤ及びブルーレイといった音楽映像商品と関連するアーティスト

グッズを事業の中核に据え、当社がファンクラブサイトを運営するアーティスト等の商品の直販と、大手レコー

ド会社との提携によるレコード会社の公式販売サイトの運営管理の両面から、事業を展開してまいりました。サ

イト限定やオリジナル商品の取り扱い、購入特典の付与、コンサートチケットの予約抽選といった施策によっ

て、その利用促進を図ってまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるeコマース事業の売上高は34百万円(前年同期比61.1％減)、

セグメント損失は0.7百万円(前年同期は31百万円のセグメント利益)となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は2,630百万円(前連結会計年度末比3.6％減)となりました。

流動資産は1,546百万円(同9.9％減)となりました。おもな内訳は現金及び預金565百万円(同19.4％減)、売掛

金602百万円（同8.1％減)、商品184百万円(同0.2％減)となっております。

固定資産は1,083百万円(同7.2％増)となりました。主な内訳は建物95百万円(同7.4％減)、投資有価証券521百

万円(同27.6％増)となっております。

 

（負債の部）

流動負債は741百万円(同14.8％減)となりました。主な内訳は買掛金425百万円(同1.4％減)であります。

固定負債は7百万円(同4.2％増)となりました。

 

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の純資産の合計は1,881百万円(同1.7％増)となりました。主な内訳は資本金243

百万円(同0.2％増)、資本剰余金269百万円(同0.2％)、利益剰余金1,399百万円(同3.1％減)であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。また、当第１

四半期連結累計期間中に生じた新たな対処すべき課題もありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,449,200 7,450,000
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。

また、１単元の株式

数は100株となって

おります。

計 7,449,200 7,450,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年４月１日～

 平成27年６月30日

(注)

4,000 7,449,200 450 243,617 450 233,617

　（注）　新株予約権の行使による増加であります

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

　区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式7,443,600 74,436 ―

単元未満株式 普通株式1,600 ― ―

発行済株式総数 普通株式7,445,200 ― ―

総株主の議決権 ― 74,436 ―

 

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【役員の状況】

   該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 702,387 565,789

売掛金 655,842 602,754

商品 185,001 184,617

その他 175,348 195,362

貸倒引当金 △2,080 △1,853

流動資産合計 1,716,500 1,546,670

固定資産   

有形固定資産 154,516 151,345

無形固定資産   

のれん 56,239 49,214

その他 14,674 11,495

無形固定資産合計 70,914 60,710

投資その他の資産   

投資有価証券 408,636 521,561

その他 412,281 384,821

貸倒引当金 △35,358 △35,000

投資その他の資産合計 785,558 871,381

固定資産合計 1,010,989 1,083,437

資産合計 2,727,490 2,630,108

負債の部   

流動負債   

買掛金 431,086 425,146

未払法人税等 141,481 34,800

賞与引当金 39,368 12,994

役員賞与引当金 30,000 7,500

資産除去債務 12,008 12,288

その他 215,572 248,296

流動負債合計 869,516 741,026

固定負債   

その他 7,300 7,609

固定負債合計 7,300 7,609

負債合計 876,816 748,636

純資産の部   

株主資本   

資本金 243,167 243,617

資本剰余金 269,434 269,884

利益剰余金 1,444,512 1,399,225

自己株式 △48 △48

株主資本合計 1,957,066 1,912,679

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △129,199 △52,753

その他の包括利益累計額合計 △129,199 △52,753

新株予約権 22,806 21,546

純資産合計 1,850,673 1,881,471

負債純資産合計 2,727,490 2,630,108
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 870,352 883,413

売上原価 535,567 507,176

売上総利益 334,785 376,237

販売費及び一般管理費 184,074 231,361

営業利益 150,711 144,875

営業外収益   

貸倒引当金戻入額 － 357

受取賃貸料 － 326

雑収入 435 42

営業外収益合計 435 727

経常利益 151,146 145,602

特別利益   

新株予約権戻入益 － 1,260

関係会社株式売却益 － 8,024

特別利益 － 9,284

税金等調整前四半期純利益 151,146 154,887

法人税、住民税及び事業税 57,111 33,586

法人税等調整額 6,535 17,685

法人税等合計 63,646 51,272

四半期純利益 87,500 103,614

親会社株主に帰属する四半期純利益 87,500 103,614
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 87,500 103,614

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △13,792 76,445

その他の包括利益合計 △13,792 76,445

四半期包括利益 73,707 180,060

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 73,707 180,060
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第1四半期連結会計期間において、株式会社ゆるキャラの株式を全て売却したため、同社を連結の範囲から除

外しております。この結果、当社グループは平成27年６月30日現在では、当社及び連結子会社１社により構成され

ることとなりました。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動に

よる差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への

表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度

については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。企業結合会計基準等の適用につい

ては、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項

（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用して

おります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費

のれんの償却額

7,600千円

4,466

6,349千円

4,879

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 125,408 18.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年5月25日

取締役会
普通株式 148,902 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
携帯

コンテンツ
配信事業

ＰＣ
コンテンツ
配信事業

eコマース
事業

売上高       

外部顧客への

売上高
728,240 54,340 87,771 870,352 - 870,352

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

- - - - - -

計 728,240 54,340 87,771 870,352 - 870,352

セグメント利益

又は損失（△）
193,352 4,285 31,899 229,537 △78,826 150,711

（注）１.セグメント利益の調整額△78,826千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般経費であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますが、当第１四半期連結

会計期間の末日をみなし取得日としているため、連結子会社の売上高及び利益又は損失の金額は

四半期連結損益計算書に含めておりません。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　当第1四半期連結累計期間より株式会社ゆるキャラを連結子会社といたしました。なお、当該事象に

おけるのれんの増加額は、当第1四半期連結累計期間において4,292千円であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
携帯

コンテンツ
配信事業

ＰＣ
コンテン

ツ
配信事業

eコマース
事業

計

売上高         

外部顧客への

売上高
792,278 52,880 34,178 879,336 4,076 883,413 － 883,413

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 4,038 4,038 △4,038 －

計 792,278 52,880 34,178 879,336 8,114 887,451 △4,038 883,413

セグメント利益

又は損失（△）
210,265 8,988 △735 218,519 △2,316 216,202 △71,327 144,875

（注）1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ゆるキャラ©関連の事

業を含んでおります。

　　　　２.セグメント利益又は損失の調整額△71,327千円には、セグメント間取引消去9,074千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△80,401千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般経費であります。

　　　　３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 12円56銭 13円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
87,500 103,614

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（千円）
87,500 103,614

普通株式の期中平均株式数（株） 6,967,114 7,451,092

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円87銭 13円86銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
― ―

普通株式増加数（株） 405,033 24,742

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

 

　―

 

　―

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年8月11日

株式会社エムアップ

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中 塚 　亨 　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 下 条 　修 司 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エム

アップの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４月

１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エムアップ及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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